
公立大学法人山梨県立大学施設等の一時貸付に関する要項 
（平成２２年４月１日制定 法人５３０１－２号） 

 

（趣旨） 

第１条 この要項は、公立大学法人山梨県立大学不動産等管理規程第８条第１項の規定に基づ

き、他の法令又は特別の定めのあるもののほか、公立大学法人山梨県立大学（以下「法人」と

いう。）の不動産等のうち土地、建物及び建物付属設備並びに構築物（以下「施設等」という。）

の貸付のうち一時使用について、必要な事項を定め、施設等の貸付の適正かつ良好な運用を図

ることを目的とする。 

 

（一時使用の範囲） 

第２条 理事長は、法人における本来の用途又は目的を妨げない場合において、法人の施設等を、

法人以外の者に一時的に貸し付けることができる。 

２ 前項に規定する「本来の用途又は目的を妨げない場合」とは、次の各号のいずれかに該当す

る場合とする。 

(１) 法人の業務の遂行上その必要性が認められる場合 

(２) 法人の施設等の利用が公共性、公益性に反せず、業務運営上支障が生じない場合で、そ

の利用が必要不可欠な場合 

(３) 法人の職員、学生及び来学者等の利便に資する場合 

(４) その他の理事長が特別の事情があると認めた場合 

 

（一時使用の手続等） 

第３条 施設等の一時使用を受けようとする者は、施設等一時使用許可申請書（様式第１号。以

下「申請書」という。）を原則として使用開始予定日の２週間前までに、不動産等管理者に提

出しなければならない。 

２ 不動産等管理者は、前項の申請が適当であると認めたときは、施設等一時使用許可証（様式

第２号）を交付する。 

３ 第１項による申請書の提出及び前項による許可証の交付は、電子メールその他電磁的記録

によっても行うことができる。 

 

（貸付期間） 

第４条 貸付期間は、１年未満とする。 

 

（貸付料） 

第５条 施設等の貸付料は原則有料とし、別表に定めるとおりとする。 

 

（貸付料の納入） 

第６条 施設等の貸付を許可された者（以下「使用者」という。）は、前条に定める貸付料を原

則として施設等を使用する１週間前までに納入しなければならない。 

２ 既納の貸付料は、原則として還付しない。ただし、使用者の責めに帰さない理由により施設

等を使用できない場合又は管理運営上の必要のため許可を取り消した場合は、請求によりそ

の全部又は一部を還付するものとする。 

 

（無償貸付） 

第７条 不動産等管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、法人の施設等を無償で貸し

付けることができる。 

(１) 法人が、法人の職員又は学生等の生活の安定と利便に供し、福祉の増進を図ることを目

的として行う事業を法人以外の者に委託する場合 

(２) その他、理事長が法人の業務遂行上特に必要と認めた場合 

 



（貸付料の減免） 

第８条 不動産等管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、貸付料の全額又は一部を減

免することができる。 

(１) その使用目的が、法人の業務遂行上必要である場合 

(２) その使用目的が、教育研究上の効果が高いと判断される場合 

(３) その他、理事長が特別の事情があると認めた場合 

 

（許可の取消） 

第９条 不動産等管理者は、使用者が次の各号に該当するときは、速やかに必要な是正措置を命

じ、又は許可を取り消すものとする。 

(１) 許可の条件に違反したとき 

(２) 当該使用により施設等の本来の用途又は目的に支障を来すおそれが生ずると認められ

るとき 

(３) 公益を害し、又は秩序を乱すおそれが生ずると認められるとき 

(４) 法人において、当該施設等を使用する必要が急遽生じたとき 

 

（原状回復等） 

第１０条 使用者は、貸付が終了したときは、速やかに原状回復のうえ、当該施設等を法人に返

還しなければならない。 

 

（弁償責任） 

第１１条 使用者は、その責めに帰すべき事由により施設等を、滅失又は損傷したときは、不動

産等管理者の指示に従い、直ちに復旧するか、その費用を弁償しなければならない。 

 

（委任） 

第１２条 この要項に定めるもののほか、この要項を実施するために必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 この要項は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要項は、平成２３年６月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要項は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要項は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

この要項は、令和７年４月１日から施行する。 


